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（ ）

Ⅰ　基本事項

Ⅱ　必須項目

経営体 利用漁業者数 人

南防波堤(改良)433.0m、桟橋(蓄養)170.0m、防砂堤50.0m、
道路(改良)656.0m、用地(改良)2,000㎡、-2.0m物揚場(改良)30.0m　ほか

4,808 百万円 事業期間

青苗漁港は、北海道南西部の奥尻島南端に位置する第３種漁港であり、周辺海域におけ
る定置網や刺網等の生産拠点である。近年は漁獲の低迷や漁業者の高齢化が進行してお
り、漁獲物の付加価値向上や天候不順による水産物輸送の遅滞に対応した水産物の保管機
能の強化等を通じた漁業経営の安定に向けた対策が必要となっている。また、当漁港は災
害時の緊急支援物資の海上輸送基地として耐震強化岸壁が整備されているが、耐震強化岸
壁から主要幹線道路までの緊急輸送道路等が確保されておらず、防波堤の耐津波性能も確
保されていないため、災害後における施設利用の早期再開や漁港背後地への被害軽減に資
する防災・減災対策が求められている。加えて周辺海域で操業する漁船の避難船受け入れ
拠点であるが、近年の高波浪により荒天時には防波堤からの越波が発生し、避難船の受け
入れ等に支障が出ている。さらに、小型船の陸揚作業に対応した係留施設が不足してお
り、強風が卓越する当該地域に応じた防風対策や休漁期における漁船保管のための用地舗
装など、漁業活動の効率化を図る必要がある。

このため、水産物の生産力及び保管機能を強化するため、桟橋（蓄養）等の整備を行
う。また、漁港施設の強靱化を図るため、道路・用地の液状化対策、防波堤の耐津波対策
及び越波対策を行う。さらに、漁業活動の効率化を図るため、係留施設の低天端化や用地
への防風対策、漁船保管用地の舗装整備を行う。

定置網、刺網、釣り

２．事業概要

事業目的

ホッケ、ウニ、タコ

漁業経営体数

青苗漁港は、北海道南西の奥尻島南端に位置し、周辺海域で操業する定
置網や刺網、釣り等の沿岸漁業、ウニやアワビ等磯根漁業などの生産拠点
であるとともに、大規模災害時における緊急物資輸送の防災拠点として重
要な役割を担っている。

主要工事計画

事前評価書

漁港名（種別） 青苗漁港（第３種） 漁場名 －

陸揚量 370 トン

都道府県名

陸揚金額 192

事業主体

事業名

地区名 青
アオ

苗
ナエ

国（北海道開発局）

北海道 関係市町村 奥尻町
オクシリチョウ

百万円

直轄特定漁港漁場整備事業

１．地区概要

主な魚種

直轄漁港整備事業

登録漁船隻数 90 隻 利用漁船隻数 134 隻

　計画事業費　4,808百万円（採択要件：2,000百万円を超えるもの）

令和5年度～令和14年度

地区の特徴

事業費

主な漁業種類

　奥尻圏域の生産拠点漁港として、桟橋（蓄養）等の整備により水産物の
生産力強化を行い、蓄養殖拠点の形成を図る。また、外郭施設の耐津波対
策や輸送施設等の液状化対策により、大規模自然災害に備えた防災機能の
強化を図る。さらに、係留施設の低天端化や防風対策等により、漁業活動
の効率化を図る。

２．事業採択要件

１．事業の必要性

25547
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※別紙「費用対効果分析集計表」のとおり

Ⅲ　優先配慮項目

Ａ

－

－

－

Ａ

Ｂ

Ａ

－

Ａ

Ａ

事
業
の
実
施
環
境
等

生産

他事業との調整・連携

循環型社会の構築

生態系への配慮等

Ａ

－

Ａ

Ｂ

リサイクルの促進等

Ｃ

生活

４．事業を実施するために必要な調整

（２）関係都道府県、関係市町村、関係部局（隣接海岸、道路、河川、港湾、環境等）との事前調整

水産資源の保護・
回復 －

Ａ

（１）地元漁業者、地元住民等との調整

労働環境の向上

加工場等関連産業の集積、雇用者数増加、交流人口の増加等地域経済の与える効果

生産量等の拡大・安定化や効率化等

　ひやま漁業協同組合と事前調整済み。

　事業実施による周辺環境への影響については、調査済み。

水産資源の維持・保全

資源管理諸施策との連携

大項目

生
産
力
の
向
上
と
力
強
い
産
地
づ
く
り

評価指標

就労改善等

　漁港管理者（北海道）及び奥尻町と事前調整済み。

費用便益比　B/C：

Ｂ

水産物流通に与える効果 水産物流通量等の拡大・安定化・効率化、販路や輸出拡大等

地域の水産関連計画等との整合性及び地元調整

他事業との調整・連携

多面的機能発揮に向けた配慮

環境への配慮

多面的機能の発揮

他計画との整合

　気象・海象等の自然条件、漁港の利用状況及び施工上の制約等の基本的な調査は実施済み。

（２）施設の利用の見込み等に関する基本的な調査

（３）自然環境、生活環境等の周辺環境及びそれに与える影響の把握

陸揚げ
荷捌き
集出荷
流　通
加　工

有
　
　
効
　
　
性

漁業の生産性向上

生産コストの縮減等（効率化・計画性 の向上）

現在の漁港の利用状況等を踏まえた、将来的な施設利用見込みについての基本的な調査は
実施済み。

計画時におけるコスト縮減対策の検討効率性 コスト縮減対策

－

５．事業の投資効果が十分見込まれること

定期船の安定運航

災害時の緊急対応

漁業の成長力強化

生活者の安全・安
心確保

1.44

安全・安心な水産
物提供

評価

－

３．事業を実施するために必要な基本的な調査

（１）利用面、防護面、施工面等から適切な位置を選定するための地理的条件、自然条件に関する基本的な調査

Ａ

品質確保

水質・底質の維持・改善

小項目

分類項目

中項目

消費者への安定提供

漁港等の機能の強化

生産量の増産（持続・増産・下降抑制）漁家経営の安定
（水産物の安定供給）

水域環境の保全・
創造 環境保全効果の持続的な発揮

漁業活動の効率化
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Ⅳ　総合評価

青苗漁港は、奥尻圏域における定置網、刺網等の沿岸漁業や採貝漁業などの生産拠点漁港と
して、また、大規模災害時の緊急物資輸送の防災拠点として重要な役割を担っている。

拠点漁港としての役割を十分に発揮するため、課題となっている漁獲物の付加価値向上及び
水産物輸送の遅滞に対応した水産物の保管機能の強化が必要であるとともに、切迫する大規模
地震や海象状況の変化に備えた漁港の強靱化が急務である。また、漁業活動の効率化に向けた
岸壁の低天端化、防風対策、漁船保管機能の強化が必要不可欠である。

以上により、本事業の必要性、有効性及び効率性は高く、費用便益比も1.0を超え投資効果
が十分見込まれることから、事業の実施が妥当であると判断される。
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１　基本情報

２　評価項目

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

計（総便益額）　　　　　　Ｂ 千円

総費用額（現在価値化）　　Ｃ 千円

費用便益比　　　　　　　　Ｂ／Ｃ

３　事業効果のうち貨幣化が困難な効果

⑭漁業取締コストの削減効果

3,499,741

1.44

・水産物のブランド化による地域経済への波及効果
・桟橋(蓄養)を活用した海業による漁村の活性化
・漁港の防災機能強化による地域の安全・安心の確保
・防波堤改良における海藻繁茂機能の付加による二酸化炭素吸収効果

その他

⑬施設利用者の利便性向上効果

⑮その他

5,048,764

便
益
の
評
価
項
目
及
び
便
益
額

評価項目 便益額（現在価値化)

水産物の生産性向上

①水産物生産コストの削減効果 239,414

②漁獲機会の増大効果

自然保全、文化の継承

⑩自然環境保全・修復効果

⑪景観改善効果

⑫地域文化保全・継承効果

非常時・緊急時の対処
⑧生命・財産保全・防御効果 2,928,800

⑨避難・救助・災害対策効果 1,709,775

⑤漁業就業者の労働環境改善効果 14,551

地域産業の活性化 ⑦漁業外産業への効果

生活環境の向上 ⑥生活環境の改善効果

漁業就労環境の向上

③漁獲可能資源の維持・培養効果 77,457

④漁獲物付加価値化の効果 78,767

事業名 直轄特定漁港漁場整備事業 施設の耐用年数 50年

費用対効果分析集計表

都道府県名 北海道 地区名 青
アオ

苗
ナエ



【整理番号１】

大項目 小項目

水産資源の維持・保
全

該当なし －

資源管理諸施策と
の連携

該当なし －

生 産 量 の増 産 （持
続・増産・下降抑制）

桟橋（蓄養）や防砂堤等の整備により、水産物の生産力強化が図ら
れるとともに、漂砂による生育への影響が懸念されるアワビ等水産資
源の生産量の持続化が期待されることから「A」と評価した。

Ａ

生産コストの縮減等
（効率化・計画性 の
向上）

外郭施設、係留施設等の整備により、漁業活動が効率化され、作業
時間等の削減が図られることから「A」と評価した。 Ａ

水質・底質の維持・
改善

該当なし －

環境保全効果の持
続的な発揮

該当なし －

品質確保 該当なし －

消費者への安定提
供

桟橋（蓄養）の整備により、漁獲物の出荷調整が可能となり、水産物
の流通安定化に向けたロットの確保が図られることから「A」と評価し
た。

Ａ

漁業活動の
効率化

漁港等の機能の強
化

防災拠点として周辺漁港との役割が明確であり、道路・用地の液状
化対策や防波堤の耐津波対策により、防災機能の強化が図られる
ことから「B」と評価した。

Ｂ

労働環境の
向上

就労改善等
桟橋（蓄養）や係留施設の低天端化により、漁業者の重労働が軽減
され、安全な作業環境が確保されることから「Ａ」と評価した。 Ａ

定期船の安定運航 該当なし －

災害時の緊急対応

耐震強化岸壁や人工地盤の整備、奥尻町防災会議が組織され防
災訓練等が行われており、ハード面・ソフト面一体となった効率的か
つ効果的な防災活動が期待されるとともに、本事業で防波堤の耐津
波対策や道路・用地の液状化対策により防災機能が強化されること
から「Ａ」と評価した。

Ａ

漁業の生産
性向上

生産量等の拡大・安
定化や効率化等

桟橋（蓄養）や防砂堤等の整備により、水産物の生産力強化が図ら
れるとともに、漂砂による生育への影響が懸念されるアワビ等水産資
源の生産性の向上が見込まれることから「B」と評価した。

Ｂ

水産物流
通に与える
効果

水産物流通量等の
拡大・安定化や効率
化、水産物の販路
や輸出拡大等

桟橋（蓄養）の整備により、漁獲物の出荷調整が可能となることで、
航空機を活用した出荷体制が構築される等、水産物の販路拡大が
見込まれることから「C」と評価した。

Ｃ

地域経済に
与える効果

加工場等関連産業
の集積、雇用者数
増加、交流人口の
増加等

該当なし －

効
率
性

計画時におけるコス
ト縮減対策の検討

他地区で余剰となっている消波ブロックを外郭施設整備に流用する
ことにより、コスト縮減効果が期待できることから「A」と評価した。 Ａ

地域の水産関連計
画等との整合性及
び地元調整

本事業の実施により、漁業者、行政、関係機関により策定された漁
港を核とした地域振興計画である「奥尻地域マリンビジョン計画」の
実現に向けた取組の更なる推進が期待される。また、奥尻町地域防
災計画との整合も図られていることから「A」と評価した。

Ａ

他事業との調整・連
携

該当なし －

リサイクルの促進
撤去する消波ブロックを積極的に流用するなど、リサイクル材の活用
により持続的な環境保全が期待されることから「A」と評価した。 Ａ

生態系への配慮等
施設整備実施にあたり、生態系へ影響を与えないよう工事着手前に
海中生物の把握調査を行うなど、周辺環境に十分配慮することから
「B」と評価した。

Ｂ

多面的機能の発揮
桟橋（蓄養）施設を活用した漁業体験等といった海業関連事業の実
施が期待できることから「A」と評価した。 Ａ

コスト縮減対策

事
業
の
実
施
環
境
等

他計画との整合

他事業との調整・連携

循環型社会の構築

環境への配慮

多面的機能発揮に向けた配慮

漁業の成長力強
化

有
　
　
効
　
　
性

陸揚げ
荷捌き
集出荷
流　通
加　工

安全・安心
な水産物提
供

生 活
生活者の安
全・安心確
保

生産力
の向上
と力強
い産地
づくり

生 産

水産資源の
保護・回復

漁家経営の
安定（水産
物の安定供
給）

水域環境の
保全・創造

多段階評価の評価根拠について

都道府県名：北海道 地区名：青苗地区

分類項目

評価指標 評価根拠 評価

中項目
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事業主体：国（北海道開発局）
主要工事計画：

南防波堤(改良) 433.0m
桟橋(蓄養)   170.0m
防砂堤 50.0m
道路(改良) 656.0m
用地(改良) 2,000m2 ほか

事業費：4,808百万円
事業期間：令和5年度～令和14年度

用地(改良)

道路

用地(改良)

防砂提

桟橋(蓄養)

南防波堤(改良)

用地(改良)

道路(改良)

-2.0m物揚場(改良)

用地(蓄養)

青苗漁港(奥尻町)青苗漁港(奥尻町)
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直轄特定漁港漁場整備事業の効用に関する説明資料

１．事業概要

(１) ：

(２) ：

(３) ：

(４) ：

２．総費用便益比の算定

(１)総費用総便益比の総括

(２)総費用の総括

ｍ

ｍ

ｍ

ｍ

ｍ

ｍ

㎡

㎡

㎡

㎡

(３)年間標準便益

・桟橋(蓄養)等整備による出荷量の増加

総費用(現在価値化) ① 3,499,741 (千円)

総便益額(現在価値化) ② 5,048,764 (千円)

工 期 令和5年度～令和14年度

区分 算定式 数値

青苗地区 

事 業 目 的 　奥尻圏域の生産拠点漁港として、桟橋(蓄養)等の整備により水産物の生産力強化を
行い、蓄養殖拠点の形成を図る。また、外郭施設の耐津波対策や輸送施設等の液状化
対策により、大規模自然災害に備えた防災機能の強化を図る。さらに、係留施設の低
天端化や防風対策等により、漁業活動の効率化を図る。

主 要 工 事 計 画 南防波堤(改良)433.0m、桟橋(蓄養)170.0m、防砂堤50.0m、
道路(改良)656.0m、用地(改良)2,000㎡、-2.0m物揚場(改良)30.0m　ほか

事 業 費 4,808百万円 

「水産基盤整備事業費用対効果分析のガイドライン」(令和2年5月改訂 水産庁)及び同「参考資料」(令和4年7月改訂水産庁)等
に基づき算定。

桟橋(蓄養) 170.0 740,000

南防波堤(改良) Ｌ= 433.0 3,121,000

防砂堤 Ｌ= 50.0 460,000

総費用総便益比 ②÷① 1.44

施設名 整備規模 事業費(千円)

Ｌ=

用地(改良) Ａ= 1,300 27,000

用地(改良) Ａ= 1,200 15,000

道路 Ｌ= 4.2 2,000

用地(改良) Ａ= 2,000 84,000

-2.0m物揚場（改良） Ｌ= 30.0 83,000

道路（改良） Ｌ= 656.0 229,000

用地(蓄養) Ａ= 6,300 47,000

計 4,808,000

維持管理費等 78,450

総費用（消費税込） 4,886,450

漁獲可能資源の維持・培養効果 5,239

漁獲物付加価値化の効果 5,328 ・桟橋(蓄養)等整備による水産物の出荷調整等による単価向上

　　　　　　　　　区分
効果項目

年間標準
便益額
(千円)

効果の要因

水産物生産コストの削減効果 13,549

・桟橋(蓄養)等整備による出荷作業等時間の短縮
・桟橋(蓄養)等整備による生け簀移動作業の削減
・防波堤整備による生け簀固縛作業の削減
・防砂提整備による浚渫費用の削減
・係留施設の低天端改良による陸揚作業時間の短縮
・防風柵の設置による作業時間の短縮
・用地の舗装整備に伴う見回り作業時間の削減
・用地の改良による漁船上架作業の効率化

内、消費税額 444,239

総費用（消費税抜） 4,442,211

現在価値化後の総費用 3,499,741

避難・救助・災害対策効果 117,818 ・防波堤整備による海難損失の回避

計 395,180

生命・財産保全・防御効果 252,427
・防波堤の耐津波対策による人命損出の回避
・道路及び用地の液状化対策整備による復旧費用の削減

漁業就業者の労働環境改善効果 819
・桟橋(蓄養)等整備による養殖漁業の作業環境の改善
・係留施設の低天端改良による陸揚作業環境の改善



【整理番号１】

（４）費用及び便益の現在価値算定表

0 4

1 5

2 6

3 7

4 8

5 9

6 10

7 11

8 12

9 13

10 14

11 15

12 16

13 17

14 18

15 19

16 20

17 21

18 22

19 23

20 24

21 25

22 26

50 54

51 55

52 56

53 57

54 58

55 59

56 60

57 61

58 62

59 63

60 64

※評価期間は、便益対象施設が複数ある場合、各施設の整備毎に効果が発生するものとして算定

※端数処理のため各項目の和は必ずしも合計とはならない。

34,831

33,211

31,887

29,463

27,011

25,816

24,639

23,478

5,048,762計計

0 0 129,060 117,818

278,646

276,755

274,891

265,436

252,436

250,645

248,877

247,132

5,328 403 136,179 117,818

254

40,940

38,932

36,889

117,818

254 0 0 0 132,573 117,818

254 0 0 0 130,805 117,818

290,354

288,386

283,758

469 5,239

254 0

5,328 403 143,692 117,818

8,082 5,239 5,328 403 141,776 117,818

8,082 5,239 5,328 403 139,885 117,818

8,082 5,239 5,328 403 138,021 117,818

11,278 5,239

0 0 0 134,364

13,549 5,239 5,328 819 147,601 117,818

13,549 5,239 5,328 819 145,633 117,818

1,402

1,426

1,121

174

167

161

139

133

128

123

97

201

193

182

1,4260.141

0.135

0.130

0.125

0.120

0.116

0.111

0.107

0.103

1,389

1,389

1,389

1,253

1,239

1,239

1,239

1,019

1,569

1,569

1,542

1,528

1,528

1,378

1,363

1,363

1.000

1.000

1.000

1,528

0.099

0.095

1.000

1.000

1.000

1.000

1.000

1.000

1.000

1.000

1,363

③ ①×②×③ ④ ①×④

事業費
(維持管理
費含む)

事業費
(税抜)

現在価値
(維持管理費

含む)

水産物生
産コスト
の削減効

果

漁獲可能
資源の維
持・培養

効果

漁獲物
付加価
値化の
効果

漁業就
業者の
労働改
善効果

生命・
財産保
全・防
御効果

避難・
救助・
災害対
策効果

0 0 0 0 0

評
価
期
間

年
度

割引率 デフレータ

費用(千円) 便益（千円）

計
現在価値
（千円）

① ②

0.925 1.000 382,027 347,297 321,250

0 0

0.962 1.000 174,000 158,182 152,171 0 0 0

0 0 0 0 0 01.000 1.000 0 0 0

416 0 0 5,883 5,230

5,030

4,836

2,687 2,485

0.889 1.000 480,041 436,401 387,960 5,467 0 0

2,271 0 0 416 0 0

0 0 416 0 0 5,8830.822 1.000 570,041 518,219 425,976 5,467

0 0 416 0 0 5,8830.855 1.000 530,041 481,855 411,986 5,467

416 0 0 9,386 7,133

7,415

0.760 1.000 540,206 491,096 373,233 8,970 0 0

0 0 416 0 0 9,3860.790 1.000 537,191 488,355 385,800 8,970

0 0 9,386 6,598

0.676 1.000 523,448 475,862 321,683 13,295

6,861

0.703 1.000 532,206 483,824 340,128 8,970 0 0 416

0 0 416 0 0 9,3860.731 1.000 540,206 491,096 358,991 8,970

249,139 117,818 391,892 254,730

0.625 1.000 1,569 1,426 891 13,549

16,684

0.650 1.000 1,569 1,426 927 13,549 5,239 5,328 819

5,239 5,328 819 0 0 24,681

242,540 117,818 385,293 231,561

0.577 1.000 1,569 1,426 823 13,549

242,856

0.601 1.000 1,569 1,426 857 13,549 5,239 5,328 819

5,239 5,328 819 245,817 117,818 388,570

236,115 117,818 378,868 210,272

0.534 1.000 1,569 1,426 761 13,549

220,448

0.555 1.000 1,569 1,426 791 13,549 5,239 5,328 819

5,239 5,328 819 239,306 117,818 382,059

229,861 117,818 372,614 191,151

0.494 1.000 1,569 1,426 704 13,549

200,634

0.513 1.000 1,569 1,426 732 13,549 5,239 5,328 819

5,239 5,328 819 232,967 117,818 375,720

223,772 117,818 366,525 174,099

0.456 1.000 1,569 1,426 650 13,549

182,557

0.475 1.000 1,569 1,426 677 13,549 5,239 5,328 819

5,239 5,328 819 226,796 117,818 369,549

217,845 117,818 360,598 158,302

0.422 1.000 1,569 1,426 602 13,549

165,775

0.439 1.000 1,569 1,426 626 13,549 5,239 5,328 819

5,239 5,328 819 220,788 117,818 363,541

150,9465,239 5,328 819 214,940 117,818 357,693

4,886,450 3,499,741



【整理番号１】

３．効果額の算定方法 　

(１)水産物生産コストの削減効果

①

対象漁船隻数 ①

対象日数 ②

対象作業人数 ③

④

⑤

漁業者労務単価 ⑥

⑦

⑧

対象日数 ⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

②

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

　アワビ養殖では船揚場より漁船にて海上生け簀へと移動し、出荷作業や清掃・点検・給餌作業等を行っている。また、生け簀
底部には漂砂の影響で堆砂しており、生け簀の網上・網下時は濁りが発生しないよう時間をかけて巻き上げ作業等を行ってい
る。桟橋（蓄養）や用地（蓄養）、防砂堤等の整備により、生け簀は陸上から作業が可能になるとともに、生け簀底部の堆砂も
低減されることから、作業時間の短縮が図られる。

　現在、アワビ養殖生け簀の一部が-5.0m泊地内に設置されており、巡視船等の入港に支障を来す状況にあるため、巡視船等が
入港する場合は生け簀の移設作業が必要となっている。蓄養施設の整備により、泊地内にあった生け簀が集約されることから、
移動作業が削減される。

桟橋(蓄養)等整備による出荷作業等時間の短縮

区分 数量 備考

(時間/日)

(日/年)

(円/時間)

養殖漁業(3t未満)

(時間/日)整備後

整備前

整備後 養殖漁業(3t未満)

養殖漁業(3t未満)

養殖漁業(3t未満)

養殖漁業(3t未満)

4養殖漁業(3t未満) (隻)

整備前

R2漁業経営調査報告書（農林水産省大臣官房統計部　R3
年11月）

（①×②×③×④×(⑤－⑥)×⑦）／1,000

数量 備考

養殖漁業(3t未満) (隻) 1

区分

対象漁船隻数

調査日：令和3年8月24日
調査対象者：ひやま漁協奥尻支所職員、奥尻町職員
調査実施者：函館開発建設部江差港湾事務所職員
調査実施方法：ヒアリング調査

対象回数 養殖漁業(3t未満)

対象基数

（①×②×③×(④－⑤)×⑥）／1,000

桟橋(蓄養)等整備による生け簀移動作業の削減

(千円/年) 440

(時間/日)

養殖漁業(3t未満)

調査日：令和3年8月24日
調査対象者：ひやま漁協奥尻支所職員、奥尻町職員
調査実施者：函館開発建設部江差港湾事務所職員
調査実施方法：ヒアリング調査

R2漁業経営調査報告書（農林水産省大臣官房統計部　R3
年11月）

養殖漁業(3t未満) (時間/日) 3.50

養殖漁業(3t未満)
作業時間

作業時間の短縮

作業時間

作業時間の短縮

出
荷
作
業

2.00

(人/隻) 2

(日/年) 24

養殖漁業(3t未満)

3,670 （①×⑨×③×(⑩－⑪)×⑥）／1,000

小計

(回/年) 6.4

養殖漁業(3t未満) (基) 11

4.00

小計

調査日：令和3年8月24日
調査対象者：ひやま漁協奥尻支所職員、奥尻町職員
調査実施者：函館開発建設部江差港湾事務所職員
調査実施方法：ヒアリング調査

養殖漁業(3t未満) (千円/年)

6.50

440

120

1,529

養殖漁業(3t未満)

養殖漁業(3t未満)

漁業者労務単価

作業時間の削減

⑦の合計

(人/基) 2

(時間/回) 1.00

養殖漁業(3t未満) (時間/回) 0.00

整備前

対象作業人数

作業時間

3,670 ⑫の合計

年間便益額 （千円/年） 4,110 ⑧と⑬の合計

清
掃
・
点
検
・
給
餌
作
業

整備後

養殖漁業(3t未満) (円/時間) 1,529

養殖漁業(3t未満) (千円/年) 215

年間便益額 （千円/年） 215 ⑧の合計



【整理番号１】

③

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

④

①

②

③

⑤

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

　荒天時は南防波堤からの越波により港内が擾乱するため、養殖施設は事前に固縛作業や波の揺れによる影響を受けないよう生
け簀を海底面近くまで垂下する作業が生じている。南防波堤の改良により荒天時の港内静穏度が向上し、固縛作業等が削減され
る。

　当地区は東海岸域から漁港内に漂砂が流入しており、蓄養施設の整備箇所では堆砂や濁り等の影響が生じ、定期的な浚渫が必
要となっている。防砂提の整備により、漂砂の流入を低減させることが可能になり、浚渫費用の削減が図られる。

　小型漁船で操業している海藻類（コンブ・ワカメ）の養殖漁業は、-3.5m岸壁等で陸揚作業を行っているが、小型漁船に対し
て係留施設の天端が高く、漁船との高低差があるため、陸揚作業に時間を要している。係留施設の低天端改良により、漁船との
高低差が解消され、効率的な陸揚作業が可能となり、作業時間の短縮が図られる。

（①×②×③×(④－⑤)×⑥）／1,000

年間便益額 （千円/年）

数量

養殖漁業(3t未満) (隻) 4

(回/年) 8.3

(人/隻)

区分

対象漁船隻数

対象回数

6,332

⑦の合計

防砂提整備による浚渫費用の削減

区分 数量 備考

9,835

整備前

整備後
作業時間

養殖漁業(3t未満) (円/時間) 1,529
R2漁業経営調査報告書（農林水産省大臣官房統計部　R3
年11月）

2

(時間/日) 4.50

(時間/日) 2.00

(千円/年)

(千円/年)

対象作業人数

養殖漁業(3t未満) （千円/年） 254

調査日：令和3年8月24日
調査対象者：ひやま漁協奥尻支所職員、奥尻町職員
調査実施者：函館開発建設部江差港湾事務所職員
調査実施方法：ヒアリング調査

漁業者労務単価

254

作業時間の削減

(千円/年)必要経費の削減 ①－②

係留施設の低天端改良による陸揚作業時間の短縮

3,503

年間便益額 （千円/年） 3,503 ③の合計

区分

海藻類養殖漁業(3t未満) (千円/年) 2,271

1,529
R2漁業経営調査報告書（農林水産省大臣官房統計部　R3
年11月）

対象作業人数

作業時間
整備前

整備後

漁業者労務単価

作業時間の短縮 （①×②×③×(④－⑤)×⑥）／1,000

(人/隻) 3

海藻類養殖漁業(3t未満) (時間/日)

数量

海藻類養殖漁業(3t未満) (隻) 9

年間便益額 （千円/年） 2,271 ⑦の合計

養殖漁業(3t未満)

防波堤整備による生け簀固縛作業の削減

備考

調査日：令和3年8月24日
調査対象者：ひやま漁協奥尻支所職員、奥尻町職員
調査実施者：函館開発建設部江差港湾事務所職員
調査実施方法：ヒアリング調査

当該地域の過去10ヵ年(H23～R2)における年平均波浪警報
発令回数（出典:札幌管区気象台）

必要経費
整備前

整備後
漂砂シミュレーション結果から設定

養殖漁業(3t未満)

養殖漁業(3t未満)

養殖漁業(3t未満)

対象漁船隻数

対象日数 調査日：令和3年8月24日
調査対象者：ひやま漁協奥尻支所職員、奥尻町職員
調査実施者：函館開発建設部江差港湾事務所職員
調査実施方法：ヒアリング調査

備考

1.00

海藻類養殖漁業(3t未満) (時間/日) 0.50

海藻類養殖漁業(3t未満) (日/年) 110

海藻類養殖漁業(3t未満)

海藻類養殖漁業(3t未満) (円/時間)



【整理番号１】

⑥

干場施設数 ①

対象回数 ②

対象作業人数 ③

④

⑤

漁業者労務単価 ⑥

⑦

⑧

対象作業人数 ⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

⑦

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

砂
等
除
去
作
業

作業時間

作業時間の短縮

作業時間

作業時間の短縮

対象回数

　青苗漁港は年間を通して強風が多く、海藻類を乾燥する干場施設の固定作業や、乾燥した海藻類を納屋へ収納する際に飛砂で
付着した砂等の除去作業が必要となっている。防風柵を卓越する風向（WNW、NW、E）に設置することにより、強風や飛砂の影響
等が抑制され、干場施設の固定作業や砂等の除去に係る作業時間の短縮が図られる。

対象漁船の休漁期間における当該地域の過去10ヵ年(H23
～R2)における年平均波浪注意報発回数（出典：札幌管区
気象台）

対象作業人数

調査日：令和3年8月24日
調査対象者：ひやま漁協奥尻支所職員、奥尻町職員
調査実施者：函館開発建設部江差港湾事務所職員
調査実施方法：ヒアリング調査

用地の舗装整備に伴う見回り作業時間の削減

区分 備考

対象漁船隻数

調査日：令和3年8月24日
調査対象者：ひやま漁協奥尻支所職員、奥尻町職員
調査実施者：函館開発建設部江差港湾事務所職員
調査実施方法：ヒアリング調査

整備前
見回り時間間隔

整備後

対象漁船の休漁期間における当該地域の過去10ヵ年(H23
～R2)における年平均波浪注意報以上の継続時間（出典：
札幌管区気象台）

調査日：令和3年8月24日
調査対象者：ひやま漁協奥尻支所職員、奥尻町職員
調査実施者：函館開発建設部江差港湾事務所職員
調査実施方法：ヒアリング調査

磯根漁業(3t未満) (時間) 24

磯根漁業(3t未満)
作業時間

　青苗漁港に在籍する3t未満の漁船（72隻)のうち約半数(39隻）の漁船が西側海岸にある前浜斜路を利用しており、休漁期を迎
える冬期においては斜路背後の土間用地に漁船を揚げて保管されている。奥尻島の西側海岸は冬期の激波浪の影響を受けやす
く、波浪注意報発令時には保管してある漁船の安全を確かめるため、見回り点検を頻繁に行なわなければならない状況となって
いる。漁船保管施設用地が舗装され、休漁期に安全な保管が可能となり、波浪注意報発令時の見回り回数が削減し作業時間の短
縮効果が図られる。

波浪注意報以上発令1回当たり
継続時間

（①×②×③×(④／⑤×⑦－④／⑥×⑧)×⑨）／1,000

磯根漁業(3t未満) (円/時間) 1,529

磯根漁業(3t未満)

⑦の合計

調査日：令和3年8月24日
調査対象者：ひやま漁協奥尻支所職員、奥尻町職員
調査実施者：函館開発建設部江差港湾事務所職員
調査実施方法：ヒアリング調査

整備前

整備後

（①×②×⑨×(⑩－⑪)×⑥）／1,000

⑫の合計

年間便益額 （千円/年） 383 ⑧と⑬の合計

調査日：令和3年8月24日
調査対象者：ひやま漁協奥尻支所職員、奥尻町職員
調査実施者：函館開発建設部江差港湾事務所職員
調査実施方法：ヒアリング調査

アメダス米岡の風況から推算した青苗漁港における風速5
～10mの発生割合から算定

調査日：令和3年8月24日
調査対象者：ひやま漁協奥尻支所職員、奥尻町職員
調査実施者：函館開発建設部江差港湾事務所職員
調査実施方法：ヒアリング調査

海藻類養殖漁業 (円/時間) 1,529

海藻類養殖漁業 (千円/年) 71

小計 312

(時間/回) 0.50

海藻類養殖漁業 (時間/回)

（①×②×③×(④－⑤)×⑥）／1,000

0.25

海藻類養殖漁業 (千円/年) 312

防風柵の設置による作業時間の短縮

区分 備考

整備前

整備後

数量

海藻類養殖漁業 (回/年) 17

海藻類養殖漁業 (箇所) 16

0.08

海藻類養殖漁業 (人/箇所) 1

海藻類養殖漁業 (時間/回) 0.25

海藻類養殖漁業 (時間/回)

干
場
施
設
の
固
定
作
業

小計 71

海藻類養殖漁業 (人/箇所) 3

海藻類養殖漁業

数量

磯根漁業(3t未満) (時間) 43.4

磯根漁業(3t未満) (時間) 12

磯根漁業(3t未満) (隻) 25

磯根漁業(3t未満) (回/年) 44.2

磯根漁業(3t未満) (人/隻) 1

(千円/年) 1,253

(時間/回) 0.33

R2漁業経営調査報告書（農林水産省大臣官房統計部　R3
年11月）

磯根漁業(3t未満) (時間/回) 0.25整備後

作業時間の短縮

年間便益額 （千円/年） 1,253 ⑩の合計

漁業者労務単価

R2漁業経営調査報告書（農林水産省大臣官房統計部　R3
年11月）

整備前



【整理番号１】

⑧

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

(2)漁獲可能資源の維持・培養効果

①

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

アワビ ⑭

⑮

⑯

調査日：令和3年8月24日
調査対象者：ひやま漁協奥尻支所職員、奥尻町職員
調査実施者：函館開発建設部江差港湾事務所職員
調査実施方法：ヒアリング調査

170種苗購入費 (円/個)

9,670

0.2

ウニ (円/個) 10

ウニ (個/年)

(円/kg) 6,725平均単価

中間育成数

生存率

出荷量の増加

　漁港南側船揚場では、船置場が狭く車両を用いた漁船の上架作業が出来ないため、人力による非効率な上架作業となってい
る。船置場背後の用地を舗装改良することで、車両を用いた漁船の上架作業が可能となり、作業の効率化が図られる。

　青苗漁港では、9月から10月にかけて稚ウニを漁獲して、漁港西側の海岸に移植して中間育成を行っているが、冬期波浪の影
響を受けて給餌作業が行えない等の作業環境にあるため、生産量の拡大が出来ない状況にある。また、養殖アワビは、港内に流
入する漂砂の影響による堆砂や海水の濁りなどが生じており、近年は生産量が落ち込んでいる状況にある。桟橋(蓄養)や防砂堤
等の整備により、陸上からアクセス出来る生け簀での給餌作業等により中間育成が可能となり、漂砂の影響が改善し、養殖アワ
ビの生存率向上が図られることで、ウニ及び養殖アワビの出荷量の増加効果が見込まれる。

平均単価

アワビ (個/基･年)

(千円/年) 3,271

小計 3,271

アワビ

0.08

作業時間の短縮 （①×②×③×(④－⑤)×⑥）／1,000

年間便益額 （千円/年） 1,560 ⑦の合計

数量

（①×②×③×④－②×⑤）／1,000

⑥の合計

3

85

区分 数量 備考

対象漁船隻数 16

調査日：令和3年8月24日
調査対象者：ひやま漁協奥尻支所職員、奥尻町職員
調査実施者：函館開発建設部江差港湾事務所職員
調査実施方法：ヒアリング調査

対象日数

対象作業人数

作業時間
採藻漁業(3t未満) (時間/日) 0.33

桟橋(蓄養)等整備による出荷量の増加

区分 備考

個体平均重量

種苗購入経費

港勢調査(H27～R1)より5カ年平均値

調査日：令和3年8月24日
調査対象者：ひやま漁協奥尻支所職員、奥尻町職員
調査実施者：函館開発建設部江差港湾事務所職員
調査実施方法：ヒアリング調査

アワビ (kg/個)

700

0.0735

年間便益額 （千円/年） 5,239

用地の改良による漁船上架作業の効率化

整備前

整備後

漁業者労務単価
R2漁業経営調査報告書（農林水産省大臣官房統計部　R3
年11月）

採藻漁業(3t未満) (隻)

採藻漁業(3t未満) (日/年)

採藻漁業(3t未満) (円/時間) 1,529

採藻漁業(3t未満) (人/隻)

25

アワビ (個/基･年)

3,000

ウニ (％) 56.9

ウニ (kg/個)

採藻漁業(3t未満) (時間/日)

ウニ

採藻漁業(3t未満) (千円/年) 1,560

生産量の増加

生産数量
整備前

整備後

アワビ (千円/年) 1,968

小計 1,968

220

アワビ (個/基･年) 620

アワビ (基)

種苗数量(増加分)

生け簀数

個体平均重量

ウニ (円/kg)

⑮の合計

（⑧×(⑩－⑨)×⑪×⑫－⑧×⑬×⑭）／1,000

⑦と⑮の合計



【整理番号１】

(3)漁獲物付加価値化の効果

①

ナマコ (kg/年) 6,920

ソイ (kg/年) 236

エゾバカガイ・ツブ (％) 100

数量

ソイ (円/kg) 521

ナマコ (％)

③

④

755

475

ヒラメ (kg/年)

エゾバカガイ・ツブ (kg/年) 19,144

年間便益額 （千円/年） 5,328 ⑤の合計

ソイ (千円/年) 7

エゾバカガイ・ツブ (千円/年) 4,556

ナマコ (千円/年) 759

ヒラメ (千円/年) 6

蓄養比率

単価の向上 ⑤

30

30

（(②－①)×③×④）/1,000

ヒラメ

ソイ (％)

10

調査日：令和3年8月24日
調査対象者：ひやま漁協奥尻支所職員、奥尻町職員
調査実施者：函館開発建設部江差港湾事務所職員
調査実施方法：ヒアリング調査

(％)

年間生産量
268

区分 備考

桟橋(蓄養)等整備による水産物の出荷調整等による単価向上

　当地区では陸揚げされるナマコの約１割が傷ナマコとして単価が安く取引されている。蓄養施設において一時蓄養を行うこと
で、治癒・回復させ、単価の安定（下落防止）が図られる。また、当漁港で水揚げされた漁獲物は定期フェリーを利用した水産
物の輸送となるため、流通コストがかかるとともに、天候不順で定期フェリーが欠航して水産物の輸送が滞る状況にある。桟橋
（蓄養）の整備により需要に合わせて安定した出荷が可能となることから単価の向上が図られる。

整備前

平均単価

整備後

4,387

625

831

713

5,484

エゾバカガイ・ツブ (円/kg)

ナマコ (円/kg)

ソイ (円/kg)

ヒラメ (円/kg)

ヒラメ (円/kg)

エゾバカガイ・ツブ (円/kg)

ナマコ (円/kg)

①

②



【整理番号１】

(4)漁業就業者の労働環境改善効果

①

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

②

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

　小型漁船で操業している海藻類（コンブ・ワカメ）の養殖漁業は、-3.5m岸壁等で陸揚作業を行っているが、小型漁船に対し
て係留施設の天端が高く、漁船との高低差があるため、重労働かつ危険な陸揚作業となっている。係留施設の低天端改良によ
り、漁船との高低差が解消され、陸揚作業環境が改善される。

区分

 対象漁船隻数

作業日数

 対象作業人数

作業時間

整備前 養殖漁業(3t未満) (Bランク) 1.183

養殖漁業(3t未満) (Cランク) 1.000

養殖漁業(3t未満)

養殖漁業(3t未満) (人/隻) 2

養殖漁業(3t未満) (時間/日) 1.50

数量

(隻) 4

養殖漁業(3t未満) (日/年) 120

作業状況ﾗﾝｸ
整備後

漁業者労務単価 (円/時間) 1,529

養殖漁業(3t未満)

養殖漁業(3t未満) (千円/年) 403

(Bランク) 1.183

海藻類養殖漁業(3t未満) (Cランク) 1.000

R2漁業経営調査報告書（農林水産省大臣官房統計部　令
和3年11月）

（①×②×③×④×(⑤－⑥)×⑦）／1,000

⑧の合計

係留施設の低天端改良による陸揚作業環境の改善

海藻類養殖漁業(3t未満) (隻) 9
調査日：令和3年8月24日
調査対象者：ひやま漁協奥尻支所職員、奥尻町職員
調査実施者：函館開発建設部江差港湾事務所職員
調査実施方法：ヒアリング調査

海藻類養殖漁業(3t未満) (日/年) 110

数量区分

 対象漁船隻数

作業日数

海藻類養殖漁業(3t未満) (人/隻) 3

海藻類養殖漁業(3t未満) (時間/日) 0.50

 対象作業人数

作業時間

公共工事設計労務単価（R3年度）
整備後

漁業者労務単価

作業環境の改善

年間便益額 （千円/年） 416 ⑧の合計

海藻類養殖漁業(3t未満) (円/時間) 1,529
R2漁業経営調査報告書（農林水産省大臣官房統計部　令
和3年11月）

海藻類養殖漁業(3t未満) (千円/年) 416

備考

海藻類養殖漁業(3t未満)

（①×②×③×④×(⑤－⑥)×⑦）／1,000

備考

調査日：令和3年8月24日
調査対象者：ひやま漁協奥尻支所職員、奥尻町職員
調査実施者：函館開発建設部江差港湾事務所職員
調査実施方法：ヒアリング調査

公共工事設計労務単価（R3年度）

桟橋(蓄養)等整備による養殖漁業の作業環境の改善

　当地区では海面生け簀によるアワビ養殖漁業が行われており、漁船を利用して海上から複数の生け簀を移動しながら給餌や出
荷等作業を行っているため、船体の動揺など不安定な状況下での作業環境にある。桟橋（蓄養）等の整備により陸上から生け簀
に渡って作業が可能となることから、作業環境が改善される。

作業状況ﾗﾝｸ
整備前

作業環境の改善

年間便益額 （千円/年） 403



【整理番号１】

(5)生命・財産保全・防御効果

①

①

②

③

④

⑤

②

①

②

小計 ③ ①＋②

　当地区では地震発生後、５分程度で４ｍ以上の津波来襲が想定されており、安全な地点までの避難が困難となる漁業利用者が
発生する。防波堤の耐津波対策により、陸域への津波到達範囲の縮小や到達時間を遅らせることとなるため、避難困難者の発生
が回避される。

数量

(千円) 480,494

　青苗地区は平成５年７月北海道南西沖地震で甚大な被害を受けるなど、今後も大規模災害による影響が危惧されてい
る。耐震対策されていない施設は災害時に施設が崩壊、もしくは機能不全となる事が予想され、施設の復旧に向けては施
設の建設費・撤去費が必要となる。道路及び用地の液状化対策により復旧費用の削減が図られる。

区分 備考

道路建設費
事業実績より算出

(千円) 35,130

515,624

人命損失の回避 ①×(③－②)×④

年間便益額 （千円/年） 246,583 ⑤×(1/75－1/500)×(74/75)t-1

避難完了率

(千円/人) 241,496

備考

対象人数

人的損失額

漁港内滞留者 (千円/年) 21,757,341

漁港内滞留者 (人) 214

数量区分

道路及び用地の液状化対策整備による復旧費用の削減

年間便益額 （千円/年） 5,844

用地建設費

漁港内滞留者 (％) 99.1

漁港内滞留者 (％) 57.0

調査日：令和3年8月24日
調査対象者：ひやま漁協奥尻支所職員、奥尻町職員
調査実施者：函館開発建設部江差港湾事務所職員
調査実施方法：ヒアリング調査

津波シミュレーション結果より算定

公共事業評価の費用便益分析に関する技術指針（共通
編）平成21年6月

漁港内滞留者

整備前

整備後

③×(1/75－1/500)×(74/75)t-1

防波堤の耐津波対策による人命損出の回避



【整理番号１】

(6)避難・救助・災害対策効果

①

①

②

③

④

漁船休業損失額 ⑥

全損

重損傷

軽損傷

全損

重損傷

軽損傷

全損

重損傷

軽損傷

全損

重損傷

軽損傷

全損

重損傷

軽損傷

全損

重損傷

軽損傷

全損

重損傷

軽損傷

※端数処理のため各項目の和は必ずしも合計とはならない。

調査日：令和3年8月24日
調査対象者：ひやま漁協奥尻支所職員、奥尻町職員
調査実施者：函館開発建設部江差港湾事務所職員
調査実施方法：ヒアリング調査

年間便益額 （千円/年）

数量

(隻/回) 2対象隻数

防波堤整備による海難損失の回避

　当漁港の沖合では新たな漁場整備が進められており、島内漁船による操業が行われている。防波堤整備による越波対策を行う
ことで、荒天時にも利用可能な係留施設が確保され、操業中の天候急変に伴い操業漁船の避難が可能となるため海難による損失
を回避できる。

区分 備考

(ﾄﾝ)漁船クラス

年間避難機会（回数）

漁船建造費

(回/年)

(千円/隻･ﾄﾝ)

全損/全損

(日/隻)

117,818

海難損傷別修繕期間

海難損傷別人的被害損失額(負
傷)

海難損傷別発生比率

6.04

⑦

⑧

⑨

漁船損傷損失額

漁船損傷による漁業休業損失
額

避難船一隻当たりの平均損失
額

年間便益額

(日/隻)

(千円/隻)

(千円/隻)

（％）

重損傷/全損

軽損傷/全損

(円/日)

(日/隻)

(千円/隻) 941

(千円/隻) 439

(千円/隻)

(千円/隻)

(千円/隻) 5,645

(千円/隻)

（％）

（％）

⑩

⑪

⑬

港湾投資の評価に関する解説書2011

(千円/年) 54,085

(千円/年) 21,618

(千円/隻) 8,209

(千円/年) 42,115

(千円/隻) 44,697

(千円/隻) 28,337
⑩＋⑪＋⑧
※海難損傷別に算出

①×③×⑨×⑫
※海難損傷別に算出

22

(千円/隻) 38,852

0

8

⑬の合計

瀬棚港沖・松前港沖波高計観測データ(平均)による荒天
日数、H21～H30の10か年平均のうち、漁期9～12月を対象
（出典：全国港湾海洋波浪観測年報）

造船造機統計調査(国土交通省)のFRP製漁船(20t未満)よ
り算定

②×④×⑤
※海難損傷別に算出

⑥×⑦／1,000
※海難損傷別に算出

4,738

1.0

8.2

180

30

14

200

200

31,363

27,196

7,770

16

⑫

漁船損傷に伴う損失額係数 ⑤ 港湾投資の評価に関する解説書20110.7

0.2

令和2年漁業経営調査報告書（農林水産省大臣官房統計
部、令和3年11月）より算定



【整理番号１】

ポイント 整備前 整備後 評価の根拠（整備前） 根拠(評価の目安)

a.作業中の事故や病気等が頻発している 3
ほぼ毎年のように事故や病気
が発生

b.過去に作業中の事故や病気等が発生したことがある 2 直近5年程度での発生がある

c.過去に発生実績は無いが、発生が懸念される 1 ○
給餌作業中の船体動揺により海中
転落やイケスの枠体や漁船上での
ケガ等の発生が懸念される

d.事故等が発生する危険性は低い 0 ○

a.生命にかかわる、後遺症が残る等の重大な事故等 3
海中への転落、漁港施設内で
の交通事故等

b.一定期間の通院、入院加療等が必要な事故等 2
転倒、資材の下敷き、落下物
の危険等

c.通院不要で数日で完治するようなごく軽いケガ 1 ○
給餌作業中、船体動揺により指や足
が挟まるなど漁船上でのケガの発生
が懸念される

軽い打撲等

d.事故等が発生する危険性は低い 0 ○

0～6 2 0

a.極めて過酷な作業環境である 5
極寒、猛暑、風雪、潮位差が
大きい等

b.風雨等の影響が比較的大きい作業環境である 3 風雨、波浪の飛沫等

c.風雨等の影響を受ける場合がある 1 ○
強風や波浪により船体動揺が発生
する環境にある

d.当該地域における標準的な作業環境である 0 ○

a.肉体的負担が極めて大きい作業 5
人力での漁船上下架作業、潮
位差の大きい陸揚げ等

b.肉体的負担が比較的大きい作業 3 ○
強風や波浪により船体動揺が発生
する環境にある

長時間の同じ姿勢での作業
等

c.肉体的負担がある作業 1

d.通常の作業と同等程度の肉体的負担 0 ○

6 0

B C

Aランクの条件：評価ポイント計16～13ポイント　※必ず「事故の発生頻度」、「事故等の内容」の両方の指標でポイントが上げられていること

Bランクの条件：評価ポイント計12～6ポイント

Cランクの条件：評価ポイント計5～0ポイント

ポイント 整備前 整備後 評価の根拠（整備前） 根拠(評価の目安)

a.作業中の事故や病気等が頻発している 3
ほぼ毎年のように事故や病気
が発生

b.過去に作業中の事故や病気等が発生したことがある 2 直近5年程度での発生がある

c.過去に発生実績は無いが、発生が懸念される 1 ○
天端高が高いため、陸揚作業時に
岸壁からの落下といったケガ等の発
生が懸念される

d.事故等が発生する危険性は低い 0 ○

a.生命にかかわる、後遺症が残る等の重大な事故等 3
海中への転落、漁港施設内で
の交通事故等

b.一定期間の通院、入院加療等が必要な事故等 2
転倒、資材の下敷き、落下物
の危険等

c.通院不要で数日で完治するようなごく軽いケガ 1 ○
天端高が高い中で重量のある漁獲
物を陸揚げすることにより、ケガの発
生が懸念される

軽い打撲等

d.事故等が発生する危険性は低い 0 ○

0～6 2 0

a.極めて過酷な作業環境である 5
極寒、猛暑、風雪、潮位差が
大きい等

b.風雨等の影響が比較的大きい作業環境である 3 風雨、波浪の飛沫等

c.風雨等の影響を受ける場合がある 1 ○
雨風により漁船が動揺することで、
作業効率が悪化することが懸念され

d.当該地域における標準的な作業環境である 0 ○

a.肉体的負担が極めて大きい作業 5
人力での漁船上下架作業、潮
位差の大きい陸揚げ等

b.肉体的負担が比較的大きい作業 3 ○
天端高が高いため、長時間にわたる
陸揚作業では肉体的負担が大きい
環境にある

長時間の同じ姿勢での作業
等

c.肉体的負担がある作業 1

d.通常の作業と同等程度の肉体的負担 0 ○

6 0

B C

Aランクの条件：評価ポイント計16～13ポイント　※必ず「事故の発生頻度」、「事故等の内容」の両方の指標でポイントが上げられていること

Bランクの条件：評価ポイント計12～6ポイント

Cランクの条件：評価ポイント計5～0ポイント

　作業環境ランク表 桟橋(蓄養)等整備による養殖漁業の作業環境の改善

評価指標

危険性 事故等の発生頻度

事故等の内容

危険性小計

作業環境

重労働性

評価ポイント　計

作業ランク

　作業環境ランク表 係留施設の低天端改良による陸揚作業環境の改善

重労働性

評価ポイント　計

作業ランク

評価指標

危険性 事故等の発生頻度

事故等の内容

危険性小計

作業環境




